
食品衛生法等の一部を改正する法律の施行に伴う
集団給食施設の取扱いについて
（薬生食監発0805第3号令和2年8月5日 厚生労働省医薬・生活衛生局食品監視安全課長）

令和２年６月１日から
①原則、全ての食品等事業者は、HACCPに沿った衛生管理を実施
②食品衛生責任者を選任

令和３年６月１日から
③営業許可の対象とならない業種の営業者については営業の届出を行う

営業以外の場合で学校、病院その他の施設において継続的に不特定又は多
数の者に食品を供与する施設（集団給食施設）についても準用されます



HACCPに沿った衛生管理を実施しましょう
大量調理施設衛生管理マニュアル
（平成9年3月24日付け衛食第85号別添
最終改正：平成29年6月16日付生食発0616第1号）

または

HACCPの考え方を取り入れた衛生管理の
ための手引書

HACCPの概念に基づき作成されていますので、
すでに大量調理施設衛生管理マニュアルに従っ
て衛生管理を実施している場合は、そのままの
対応で構いません。

関係業界団体等が作成し、厚生労働省が内容を
確認した手引書を参考にしてHACCPに沿った衛
生管理を実施しても構いません。



食品衛生責任者を選任しましょう

（１）食品衛生監視員、食品衛生管理者の資格要件を満たすもの

（医師、歯科医師、薬剤師、獣医師など）

（２）調理師、製菓衛生師、栄養士、船舶料理士、

食鳥処理衛生管理者など

（３）食品衛生責任者の養成講習会を受講した者

食品衛生責任者の資格は、養成講習を１回受講することで取得できます。
資格がない場合でも営業届出の提出は可能です。
資格がない方を選任した場合、後日、佐世保市食品衛生協会より養成講習会の
ご案内をさせていただきます。



営業を届け出ましょう

または

オンライン申請 紙での申請

食品衛生申請等システム ログイン

令和３年11月30日まで！

※調理業務を外部事業者に委託している場合は、受託事業者が飲食店営業の許可を取得するため、
営業届出は必要ありません。



オンライン申請の場合



オンライン申請の場合



オンライン申請の場合



・共用アカウントで利用する

１つのアカウントを、複数名で共有して利
用することが可能です。申請や届出情報はア
カウント毎に管理されるため全ての方が同じ
情報を参照できるようにするには共用アカウ
ントを１つ作成することをお勧めします。

・個別アカウントで利用する

同じ組織でも個人個人で別々のアカウント
を作成することも可能です。この場合、申請
や届出情報はアカウント毎に管理されるため、
自分が申請・届出した情報しか参照できませ
ん。※全国展開しているような大きな組織で、
地域毎に担当者が異なるような場合にお勧め
します。

注意：現在のところ、複数のアカウントを統
合する機能はありません。

アカウントの作成（共用？個別？）
・法人番号とは、法人と一部の団体に対して日本の
国税庁が指定する13桁の識別番号になります。
・法人番号は、国税庁の「法人番号公表サイト」に
て検索が可能です。
https://www.houjim-bangou.nta.go.jp/
・法人番号が12桁との問い合わせが多くありますが、
こちらは商業登記や不動産登記を申請する場合に利
用される会社法人等番号と呼ばれるものとなります。

法人番号とは？

開示情報設定とは？

オープンデータファイルに情報を公開するか、非公
開にするか、選択することができます。

開示情報項目 法人 個人

申請者（届出者）氏名
法人名（会社名称） 代表者氏名

法人番号 空白

申請者（届出者）住所 食品等事業者基本情報の住所

営業施設名称、
屋号又は商号

営業施設名称、屋号又は商号
営業施設名称、屋号又は商号（フリガナ）

営業施設所在地 営業施設所在地、方書（マンション名等）、
緯度、経度

営業施設連絡先 営業施設電話番号

https://www.houjim-bangou.nta.go.jp/


・申請書は佐世保市役所のホームページからダウンロード
できます。
ホーム＞申請・手続き＞保健・衛生＞食品衛生法関連＞
様式3号食品営業許可申請書・届出書

・紙で申請していただいた場合でも、食品衛生申請等シス
テムに保健所が代理入力いたします。

・申請情報はオープンデータとして原則公開されますので、
非公開にしたい場合はその項目をチェックをしてください。
（申請書上部にチェック欄の記載があります）

・作成したアカウントIDとパスワードを保健所から後日、
通知します。
（アカウントの統合ができないため、既にアカウントをお
持ちの場合は事前にお知らせください。）

・裏面は記入する必要はありません。

紙での申請の場合



少数特定の者を対象とする給食施設について

1回の提供食数が20食程度未満の給食施設については、

• HACCPに沿った衛生管理

• 食品衛生責任者の選任

• 営業の届出

の規定は適用されません。

その場合であっても、「HACCPの考え方を取り入れた衛生管理のための手
引書」や「中小規模調理施設における衛生管理の徹底について（平成9年6
月30日付け衛食第201号）」等を参考に自主的な衛生管理の徹底及び向上に
努めましょう。

※「中小規模調理施設における衛生管理の徹底について（平成9年6月30日付け衛食第201号）」
（https://www.mhlw.go.jp/web/t_doc?dataId=00ta5920&dataType=1&pageNo=1）



調理業
務委託
の有無

一回の提供食
数は20食程度
以上？未満？

①許可

②届出

③手続不要

有

無

以
上

未
満

①許可 ②届出 ③手続不要

申請・届出者 受託事業者 設置者又は
管理者

なし

施設基準 あり なし なし

更新 必要 不要 不要

変更、廃業の
届出

必要 必要 不要

食品衛生責任
者の設置

必要 必要 不要

衛生管理 HACCPに沿った
衛生管理

HACCPに沿った
衛生管理

一般的な
衛生管理

講習会の案内 ①食品衛生責任者実務
講習会
②調理従事者等研修会
（1回20食1日50食以上）

調理従事者等研修会 なし

食品衛生法改正に伴う必要な手続きを確認しましょう

業務委託していれば
食数に関係なく許可

が必要です。

※これまでは生活衛生課へ食数に関係なく任意の届出をしていただいて
おりましたが、食品衛生法の改正により届出制度が創設されたことから、
任意の届出については廃止させていただきます。

今後は講習会等のご案内
はなくなります

1回20食以上または1日50食以上提供する給食施設については、健康
増進法の規定により健康づくり課へ届出をしていただいています。
そのため、許可施設であっても、健康増進法に基づく届出施設につ
いては調理従事者等研修会のご案内をさせていただいています。
（調理従事者等研修会は健康づくり課と生活衛生課の合同開催です）



食品衛生法改正により“営業届出制度”が創設されました！
・許可とは異なり、施設基準はありません。・HACCPに沿った衛生管理を実施する
・更新の必要はありません。 必要があります。
・廃業した場合は、届け出てください。 ・食品衛生責任者の選任が必要です。

届出業種

1回２０食程度以上



厚生労働省 食品衛生法改正 動画

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/ken
kou_iryou/shokuhin/haccp/index_00003.html

※食品衛生法の改正について詳しく知りたい方は、厚生労働省のホームページ
をご覧ください。


